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中国「蘇南地区」における農村労働力の就業構造
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はじめに

1978年末以降の中国では，農業をはじめさまざ

まの分野において経済改革が行なわれつつある。

1986年時点ではまだ8年しか経っていないが，

「社会総産値」と「国民収入」はすでに78年の2.19

倍， 1. 95倍となり（注 1)，さらに「農村社会総産

値」は2.7倍にも達して，とりわけ注目されてい

る（注2)。また，「農村社会総産値」の増分の半分以

上は郷鎮企業の成長によってもたらされた（注 3)。

このような農村経済の急速な成長に伴って起こっ

たの炉産業別就業構造の変化である。 1981~86年

の間に農村社会の総労働者数は 3億22切J]人から

3億7990万人に増加したが，第1次産業就業者の

比率ぱかえって94.1~から 80. 2(,!;下に低下した。そ

れに対して，第2次産業と第3次産業の就業者の

比率け各々3.8ほと2.1名から11.7佐と 8.1佐に増

えた。この間，農村地域の非農業部門の拡大によ

って吸収された労働力の総数は5605万人にものぼ

って，都市の国営・集団経営および個人経営の全

ての部門に新たに就職した者の総和 (4411万5000

人）よりも多い（注い。 このような顕著な労働力の

『アジア経済』 XXIX-11(1988. 11) 

産業間移動が中国の研究者の注目を集めているば

かりか， 日本の研究者にも大きな関心を呼んでい

る（注5)。

ところが，この点に関するこれまでの研究では，

労働力の産業間移動の形態，労働力の流動に対す

る当事者の主観的意識と客観的制約条件，および

農業就業者の流出を調整するメカニズム等に重点

が置かれたが，農村地域における農業および非農

業就業者の就業形態とその特徴にはほとんど触れ

られていないといってもよい（注6)。

中国における郷鎮企業の性質は都市企業のそれ

とは異なり，その成長はほとんど市場経済のメカ

ニズムの下で行なわれている（注7)。したがって，

農村地域における就業構造の変化および就業者の

就業状態等を究明し，それを資本主義的市場経済

の下で発生した労働力の産業間移動の特徴（たと

えば，日本の事例）と比較することが可能である。

本研究では農村地域の経済成長モデルの一種と

してさまざまな関心を集めている江蘇省の長江以

南地域「蘇南地区」（注8)特にそのうちにある無錫県

を取り上げ，ここ10年近くの間に，農村工業の急

速な成長に伴う労働力の産業間移動が農村地域の

就業構造にいかなる影響を与えたのか，現段階に

おける農村労働力の就業状態はどのようになって

いるのか， 日本の高度経済成長期に生じた労働力

の産業間移動の特徴とどのような違いがあるか，

を明らかにすることによって，経済発展地域（注9)

における就業者の就業状態の究明を試みたい。
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具体的には以下の三つの課題に取り組む。第 1

の課題は無錫県の農村地域の人口，労働力および

部門別の就業構造がどのように変化してきたかを

全体的に把握することである（第I節）。第2の課

題は現段階における農業部門および農村工業部門

（注10)の農村労働力就業状態およびそれぞれの特徴

を明らかにすることである（第1I節）。そして第3の

課題は農村地域における兼業就業者の就業状態お

よびその形成要因を究明することである（第田節）。

以上の課題ヘアプローチするため，利用可能な

統計資料のほかに，アンケート調査（注11)および現

地調査の結果を用いた。

ここで，アンケート調査の方法について述べて

おく。本調査は1987年 1月に江蘇省の長江以南地

城(,―蘇南地区」）の 8県の 300戸の農家を対象に実

施した。この地域を選んだ主な理由は，当該地域

の農村経済，なかんずく郷鎮企業の成長が著し

く，農村経済成長の一つのモデルとして中央指導

部によって確認されている， ということである。

対象とした 8県（第1図を参照）は武進県(22/25),

昆山県 (75/75)，無錫県 (48/50)，呉県(49/50)，金

壇県 (25/25)，宜興県 (22/25)，沙州県(19/25)，江

陰県(24/25)である（ここでは分母の数字が調査対象戸

数で，分子はそのうちの有効数を示す）。 調査総数に

対する調査票の有効比率は全体で 94.3告であっ

た。調査員は筆者の出身大学である南京農業大学

農業経済学系の 3回生と 4回生合計10人に依頼し

た（全部地元出身）。 農家の選択は有意選定とした

（注12)。調査は筆者が作成した調査票（調査項目は農

家構成員， 各々の就業状態，教育水準， 農家家計の状

第1図調査地域の位置
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（出所） 筆者作成
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第1表無錫県の概況 (1982年）

喜雰呼慶守の 1 虐農号患守の 1 芸5羞各亨隠恵 I 1人]嘉?NP* 1-＿嘉裔噸羞茫民
73. 66 15. 99 1 ,．35 1, 560 
66. 46 I 24. 38 i 9.16 I 1,889 
55. 72 36. 46 1 7. 82 0•- 4, 218 

人口密度 '1人当り耕地 農家1戸当り 教育状況（構成比％）

（人／kmう 面積（ムー） 面積（ムー） 大卒 1高校卒 1中学校卒1小学校卒l文盲

全国 110 I 1. s6 I 1. 65 I o. 6 I 6. 6 I 11. s I 35. 4 I 23. 5 
江蘇省 593 I 1. 36 I 4. 52 I o. 7 I 7. o I 20. o I 32. 6 I 21. 3 
無錫県 980 I o. 84 I 3. 36 I o. 3 I 7. o I 39. o I 38. 8 I 16. o 

（出所） 江蘇省統計局編『1982年全国人口普査資料・江蘇部分』南京 江癬人民出版社 1984年／同『江蘇省農業統

計資料』南京江蕪人民出版社 1983,85,86各年度阪／国家統計局緬『中国統計年鑑 1983年版』 北京 中国統

計出版社 1983年より作成。

（注） ＊ 1985年のデータである。
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況，就職に関する意識等）を使用し， 調査員が調査

対象農家の世帯主またはそれに準ずる世帯員（職

業とは関係なしに）に対して面接調査を実施した。

ここで注意すべきは，調査の対象とした農家の世

帯員は同居の有無を問わず，一つの農家世帯を構

成する家族員全員である。したがって，家族員の

うち農外就業者も，学生，臨時雇等で都市に居住

するものもすべて含まれる。

本研究の調査対象地域は第1図に示すとおりで

ある。この地域には上海，南京などの大・中都市

が数多く存在し，これらの諸都市の経済的文化的

輻射効果は農村地城の経済成長に大きな影詈を与

えていると芸えられる。また，第1表に示した無

錫県の若干の経済的社会的指標をとおしてこの地

域の特徴を概観することができるであろう。すな

わち，非農業部門の就業者の構成比が他の地域よ

り許しく上位にあり，教育水準も高い。また 1人

当りの GNPや国民所得も格段に高いレベルに位

している。これに対して 1農家当りの耕地の狭さ

という点から若えれば，当該地域の農業生産条件

は必ずしもよいとは言えない。

（注 l) 国家統計局輯『中国統計年鑑 1986年版』

北京 中国統計出版社 1986年 37,50ページより計

算した。 ここでは， 「社会総生産値」および「国民収

入」の概念は同年鑑 83ページの解釈に従って，中国

の計算のしかたによるものである。

（注2) 「農村経済取得突破性進展J(『人民日報』

〔海外版〕 1987年10月3日）。

（注3) 「我国郷鋲企業充満生機逢勃発展J(『人民

日報』〔海外版〕 1987年8月2日）。

（注4) 国家統計局編 前掲年鑑 1981年版 106 

ページ， 87年版 115, 128ページより。

（注5) 労働力の移動に関するこれまでの主な研究

成果は以下のとおりである。 (1)王徳「経済発達地区郷

村城鎮化進租ー一無錫，江陰両県農村経済発展与郷村

城鎮化」中国社会科学院経済地理所修士論文860015

1986年，（2）陳迅「江蘇省無錫県農村就業研究ー一兼論

経済発達地区農村建設方向」南京農業大学農業経済学

修士論文 1986年，（3）林青松・何家成等「郷鎮企業労

働力要素的流動」および同「農業労働力転移的機制和

方式」（『経済研究資料』 7 増刊 中国社会科学院経

済研究所学術資料室編 1986年）， （4）伍暁臨「中国農

村人ロー一経済構造及其転変研究一ー」（『中青年経済

論壇』 1986年3月）， （5）候暁虹等「現段階農村剰余労

働力行為特徴」（『経済研究』 1988年第2期），（6)1.馬蘭瑞

等「牒村剰余労慟力転移模式的比較研究」（『中国社会

科学』 1987年第5期）， （7）李士恵「関子農村剰余労働

力転移模式及其理論分岐」（『農業経済問題』 1987年1

月），（8）小倉武ー「改革進む中国の農業制度」（『日本経

済新聞』 1987年9月1日）， （9)菊地昌典「中国の郷鎮

企業の課題」（『毎日新聞』 1987年10月12日），（10)消成忠

男「中国農村に草の根工業」（『日本経済新聞』 1987年
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11月19日）等。また，中国における農村地域の社会的

経済的変容を非常に詳しく考察した日本の中国研究

者に右田浩， 大島ーニ， 加藤弘之等がいる。 たとえ．

ば，（11)石田浩著『中国農村社会経済構造の研究』晃洋

書房 1987年，（12）同「中国農村の変容分析」（『現代中

国』第61号 1986年6月）9 (13)大島ーニ「中国農村経

済における郷鎮企業の役割に関する一考察」（『農村研

究』第64号 1987年3月）， （14)加藤弘之「中国農村労

働力の流動化現象について」（『国民経済雑誌』第157巻

第 1号），（15)同「中国農村の過剰労働力をめぐる問題」

（『神戸大学経済学研究年報』 No.33 1986年）等。

（注6) これは（注5)の文献の内容から窺われる。

たとえば，（6）のi馬は農業部門の過剰労働力の解消の形

態として，四つの労働力移動形態を指摘した。すなわ

ち，農業内部の生産構造の調整による労働力の吸収，

「離土不離郷」（離村せずに離農するクイプ）の農外

流出，離農せずに離村するクイプの地域問流出，およ

び離農すると同時に離村するタイプの農外流出。これ

と関連する研究については，（7）の李論文がある。ま

た，農村労働者の産業間（農業から非農業へ），あるい

は地域間（農村から都市へ）移動に対する当事者の主

観的意識に関する研究は（3）と(5)が非常に優れている。

さらに，農村労働力の産業問移動を調整するメカニズ

ムおよび移動後の労働力の存在形態は(3)の林らの調査

によって明らかになっている。一言でいうと，農村労

働力の産業問移動は主に市場メカニズムの農村経済へ

の導入，経済政策の変化，開放経済体系の形成による

農民の裔い生活水準への欲求，農村過剰人口の圧力，

という四つの要因によって引ぎ起こされ，その移動し

た労慟力はほとんど土地持ちで， しかも，地域内部で

仕事に従事している，彼らは単に，就業先が変わった

だけで，居住地や生活環境は全くもとのままである，

ということである。また，労働力の産業問移動と農村

非農業部門の成長，および農村地域の都市化に関する

研究としては(1)の王論文が挙げられる。また，農村労

慟力の増減と経済成長の関係，労働力の産業間移動の

メカニズムおよび農業部門の過剰労慟力の計測に関し

ては，（2）の陳の研究が優れている。一方， 日本の中国

研究者には，中国における農村労働力の流動量，流動

の形態等に関する研究が幾つか見られる（（14), (15)の加

蓉論文）。以上から分かるように，農村非農業部門の成

長に伴う労働力の産業間移動の研究が盛んに行なわれ

ているc この移動を調整するメカニズム，労働者の主

観的意識は大体明瞭になった。しかし，農村地域にお

46 

ける農業および非農業部門の就業者の就業構造とその

特徴はまだ不明なままに置かれている。

（注7) 林青松・何家成等 前掲2論文を参照。

（注8) 「蘇南地区」は江蘇省の長江南部の地域を

指す。中国では最も豊かな農村地域の一つとして知ら

れている。特に経済改革以降，いわゆる郷鎮企業によ

る農村非農業部門の成長は非常に著しく，国民経済の

成長に重要な影響を及ぼしていると見られている。

（注9) いわゆる「経済発展地域」は原語では「経

済発造地区」という。それは大中都市の近郊地帯，長

江三角州平野，珠江三角州平野，遼東半島，膠東半島

のようなもともと比較的に豊かな先進地域と，かつて

は遅れており，近年急速な経済成長を遂げた地域（温

州地区はその典型である）の両方を含んでいるが，ぃ

ずれにせよ，農村工業の進展がその共通点である。

（注10) 農村工業部門とは郷鎮企業の別名でもあ

る。その性格は地域によって異なる。「蘇南地区」の

郷鎮企業のような集団経済を中心とするものもあれ

ば，温州地区のような個人経済を中心とするものもあ

る。

（注11) 学術研究のため，南京農業大学農業経済学

系および江蘇省委員会農村工作部の協力を得て， 1987

年 1月に「蘇南地区」の 8県の300戸農家を対象とし，

アソケート調査を行なった。

（注12) 調査は各県ごとに一つか二つの郷を定め，

そのうちの複数の集落から農家を選定して行なった。

調査上の便宜のために，郷は調査員の出身郷とした。

村落の選定と農家の選定は調査員の判断に任せた。た

だし，対象村落はできるだけ異なるクイプを選定し，対

象農家はできるだけ耕地面積規模，載種に偏りがない

ように選定することを条件とした。農家の世帯員数で

図った農家の規模構成から見れば（下表），鉦集団（資

料の不足のため，無錫県のみを挙げた）に対して若千

の偏りが存在する。すなわち，標本農家の規模は母集

団のそれより大きい。しかし，標本農家 1人当りの耕

地面積と労働力 1人当りの耕地面稜は母集団（無錫県）

とほぼ同じである (1人当り耕地面積：標本塁家1.03

え，母集団0.951・_。労働力 1人当り耕地面積：前者

1.58竺，後者1.65竺）。下表の母集団（無錫県）では 1

人世帯と 2人世帯の比率は24.0客であるのに対して，

標本農家はわずか3.l~;i: にすぎず，偏りがあると思わ

れるが，現実には 1人世帯と 2人世帯の多くは老人世

帯であるので，標本農家の労働力の就業形態，就業構

造および各々の特徴を究明することを通して全体のそ
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れを把握することができるであろう。

標本農家と母集団（無錫県）における戸数の構成 （％） 

：世帯員の数|い|2人|3人 I4人 5人 I6人|7)、18人以上
母集団 12.2111.8120.5130.0116.01 6,412.21 0.9 
標本農家 1 07 2 4| 27.8 26.4 24.o l2 2 1 5 6 l o 

（出所） 江蘇省統計局編『］982年全国人口普査資料・江蘇部分』南京

江蘇人民出版社 1984年と 1987年 1月のア｀ノケート調査の結果より作

戌。

1 農村地域における経済成長と

就業構造の変化に関する考察

-—無錫県を一例として一一

周知のごとく，ある地域の就業構造の変化は通

常その内部の人口，つまり，労働力の増減趨勢，

経済構造の変動および人口の地域間移動によって

規定される。 中国では「戸籍制度」（注い等の制度

的な制約によって人目の地域間移動，特に農村人

口の都市への移動は， ごく一部の労働力（大学へ

の進学，一部の軍人の転職等）を除外すれば，ほとん

ど不可能に近いと言ってよい。

第2図は無錫県における人口と労働力の長期的

変動を示したものである。ここでは新中国が成立

し回復期を経過した1952年を基準年とした。その

時，都市住民の戸籍を持っているいわゆる「非農

村人口」は総人口の4.4佐を占めるにすぎず，農村

労働力指数（農村労働力／農村人口）は36.2古，農村

第2表無錫県における部門別の総生産構成と

就業者構成の変化 （％） 

総生産 就 業 者
年次
工業 農業 副業 工業 農業 副業

1952 I 12. 9 62. 8 24.3 12.0 83.9 4.1 
1970 35. 1 48. 1 16.8 8.0 89.6 2. 4 
1986 92. 7 4. 1 3.2 60.3 20.5 4. 1 

（出所） 江蘇省統計局『江蘇省農業統叶資料 1949~ 
1980』上下冊 南京 江蘇人民出版社 1981年／
同『江蘇省農業統計資料』南京江蘇人民出版社
1981, 83~86各年度阪より作成。
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労働力のうち非農業部門の就業者はわずか4万人

であった。このことは第2表の無錫県における就

業者の部門別構成からも明らかであろう。このよ

うな状態はその後の20年間，顕著な変化を見せな

かった。 1970年時点までの総人目の増分18万7300

人よりもこの間の農村人口の増分20万6200人の方

が大きく，農村労働力指数は大幅に高まって51.4 

客となった。しかも，このように急速に増加した

農村人口，つまり農村労働力は，以前のまま農村

地域に滞留し，農業部門に堆積していた。第2表

に示されているように1970年の無錫県における部

門別の就業構造は， 52年のそれと比較して，ほと

んど大きな変化を示さなかった。

一言でいうと， 1970年代までに「戸籍制度」に

よる人口の地域間移動の制限，農村地域内部の非

農業部門の未発達，農業部門の 1戸当り耕地面積

の狭さ等に起因して，農村地域の過剰人口が農業

部門の過剰就業を必然化し， しかもその程度は高

くなった。

ところが， 1970年以降，なかんずく70年代の末

から経済政策が大きく転換したため（注 2)，さまざ

まな社会的経済的制約（注 3)の下でも農村工業が積

極的に農村地域の経済体系に導入され， しかも急

速な発展を遂げた。そのため非農業部門の就業機

会が相応に増え，農業部門の過剰労働力が非常に

早いテンポで非漿業部門に吸収されつつ今日に至

っている。

1970年から86年に至る期間においても，非農村

人口は人口の地域的移動が制限されているため著

しい変化はなかった。しかし，第3図から明らか

なように，無錫県においては農村地域内部の経済

構造の転換が生じたため労働力の産業別構成の転

換は著しく変化した。工業部門の総生産に占める

割合は1971年に農業のそれを上回り，その後は非
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第2図無錫県における人口および労働力の推移 (1952~86年）
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（出所） 第2表と同じ。

（注） 農村人口：都市人口の登録（それを持てば食料を含めていろいろな消費財を国家統制

価格〔普通市場価格より安い〕で買え，しかも，いろいろな公共福祉〔たとえば，医療，

社会保険等〕のメリットを享受しうる）を持っていない人の総称である。それはその人の

職業が農業か非農業かとはあまり関係ないと考えてもよい。たとえば，農村地域の工場で

働いている人でも，もしその人が都市住民の登録を持っていなかったら，統計上では農村

人口のなかに入るわけである。要するに，これは「戸籍制度」と深く関わっているもので

ある。

農村労働力：農村人口のうち生産年齢に入った者の総称である。中国では15~64歳の人

口は労働人口と規定されているが，実際にそれは有業労働人口とほぽ同じである。

農業労働力：農村労働力のうち，農業に従事する者の総称。ただし，郷鎮企業従事者と

して登録されたもの（非農業労働力）が除外されている。

非農業労働力：郷鎮企業の従事者，地方政府の職員，教育部門，病院などのような福祉

部門の職員等を指す。ただし， そのうち， ごく一部の人が非農村人口に属する。たとえ

ば，地方政府の一部の幹部がそれである。

農業部門の就業者が一段と速く増加し，農業部門

の就業者が一方的に減少傾向をたどる。 1983年に

は工業部門の就業者が農業就業者を超えるという

歴史的な就業構造の転換が生じた， ということが

読み取れる。

（注1) 中国の「戸籍制度」は1950年代末ごろ「湿

油制度」等と同時に登場したものである（加藤「中国

農村の過剰……」参照）。それによって，農村生まれの
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人は自ら「農業戸籍」が付けられる。言い換えれば，

「戸籍」は一穣の生まれつきの身分である。「農業戸

籍」を持っている者は大学への進学，ごく一部の軍人

の転職等を除いてほとんど都市で就款できず，都市

のいわゆるイソフォーマル・七クターに入るとして

も，その雇用量が少なく，またその人たちは都市住民

が得ているさまざまな社会褐祉のメリット（たとえ

ば，公費医療，住宅の分配等）を享受しえない。いわ

ば，就職，福祉，保険等の面において都市住民と農村

住民の間に差別が存在する。
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（注2) 1978年の中共第11期 3中全会を契機とし，

外国に対する開放と国内の経済を発展させるという戦

略的な転換が起こった。その結果として，農村におけ

る家族経営への復帰等が発生し，さらにさまざまな分

野で変化が起こっている。

（注3) たとえば，農村人口の都市への移勧が厳し

く制限されること，農村工業を発展させるのに必要と

される生産資材の購買，生産物の阪売等では，計画経

済の影響を受けていること，等が挙げられる。

II 現段階における農村労働力の

就業状態およびその特徴

1. アンケート調蓋からみた農村労働力の

就業状態

前節では経済発展地域の代表例である無錫県に

おける産業別の就業構造および総生産構造の動態

的変化を考察し，その諸特徴を明らかにした。で

100 
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は，現段階における農業部門および非農業部門

（ここでは主に郷鎮企業を指す） の就業者の就業形態

はそれぞれいかなる特徴を持っているであろう

か。この点をアンケート調査の結果および関係統

計データを利用して解明してみよう。

まず，第3表はアンケート調査の結果によって

「蘇南地区」における農村労働力の就業状況を

「自家農業のみ」， 「自家農業が主」， 「他産業が

主」，「他産業のみ」，および「仕事しない」の五つ

の形態に分類し，さらにそれをそれぞれ男女ごと

に区分したものである。「他産業が主」と「自家農

業が主」の労働力を兼業労働力と考えれば， 「蘇

南地区」における農村労働力の過半数が兼業労働

カであることがわかる。また，農業専従者（注いが

全体の 4分の 1ぐらいしかないことも明らかに読

み取れる。しかし，男女の間には就業状態の相違

農業部門就業者の比率 x ［業部門総生産の比率

↓ -x-X一^I X 一へ／xr ¥x/ ＼x¥ 

第3図無錫県における部門別の就
業構造および経済構造の推移
(1952~86年）90 

80 
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019,50 
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農薬部門総t洋の比:令e ”‘¥ 

＼ 

1960 1970 

（出所） 第2表と同じ。

（注） 「副業部門就業者」の概念は時
期ごとに少し違う。郷鎮工業が末

発達段階では主としで村レベル以
下の手工業従事者，耕種農業就業
者以外の畜産などの従事者という
二つの部分を指すが，現在主に後

者を指す。
工業部門就業者とは農村地域の
郷鎮企業就業者を示す。
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第3表 アンケート調査から見た「蘇南地区」の農村労働力の就業形態

（単位：人，かっこ内％）

自家農業のみ 自家農業が主 疇業が主 他産業のみ 仕事しない ムロ 計

女男 性性 74 (1 7.67) ) 22((22.2) ) 285((29.32) ) 38(（3. 9) ） 82((86.4) ) 501((541. 5) ) 
162(6. 19.0 197 20. 36 3. 7 58.0 472 8.5 

合計I236(24.4) 41(4.2) 482(49.5) 74(7. 6) 140(14.4) 973 (100) 

（出所） 1987年1月に行なったアンケート調査の結果より作成。

（注） （1) かっこ内の数字はそれぞれの構成比を示す。 (2) ここでは，いわゆる「農村労働力」とは14~65歳の全て

の労働人口を指す。 (3) 「他産業が主」とは年間総労働日数のうち，過半数以上を非農業部門へ向けている場合，「自

家農業が主Jとは同じく年間総労働日数のうち，過半数以上を農業部門に就労している場合，を指す。

が見られる。すなわち，男性のほうは「他産業が

主」が多く見られるのに対して，女性のほうは

「他産業が主j と「自家農業のみ」に片寄ってい

る。このように経済発展地城においては，郷鎮企

業の急速な成長に伴って，兼業者率が高まった

が，この就業構造の変化過程には男女間に一定の

違いが存在する。

次項では，農業就業者の兼業化とその男女間格

差の要因について分析する。

2. 農業就業者の就業形態およびその特徴

第4図はアンケート調査の回答者のうち，農業

就業者の91人の回答を集計したものである。ちな

みにこの91人のうち「農作業が主役」と答えた人

は93.3古を占め，「もし貴方が農業を離れれば，

農業にはよくない影響がありますか」に対して，

「あります」と答えた人は83.5低を占めている。

よって，回答者にとって農業就業が主な仕事であ

ることが認められる。

しかし，同図のように年間農業就業日数別の就

業者構成から見ると，「農作業が主役」の労働力に

もかかわらず，年間農業就業日数が 200日以下の

ものが6割近くを占めている。特に60H以下の者

が11.(}'占も含まれている。このような事実は農業

部門における就業があまり十分ではないことを示

している。特に，農閑期に過剰労働力が存在する

ことがアンケート結果からも裏づけられる。すな

わち， 農閑期の状態を「家事」， 「出稼ぎ」， 「余

暇」および「余暇なし」という 4種に分けて回答

を求めた。結果「家事」で過剰労働力が吸収されて

いるケースが最も多く，半分以上を占めている。

「出稼ぎ」によって解消された過剰労働力は 3割

強であった。また，「余暇」という回答はわずか4.4

古にすぎない。「出稼ぎ」については年間出稼ぎ

日数は60日以下が 6割弱を占め， しかも，出稼ぎ

第4図 「蕪南地区」における農業就業者の就業日数別構成と農閑期の状態（アンケート調査より）
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（出所） 筆者作成。
（注） アンケート調査の回答者のうち，農業就業者の91人の回答を集計したものである。か

っこ内の数字はそれぞれの構成比％を表わす。
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先は主に地域内部の郷鎮企業，運輸業，商業・サ

ービス業等の臨時的な賃労働である。

第4表は「自家農業のみに従事する者」につい

てその年齢別・性別の年間就業日数別構成を見た

ものである。この表から次の諸点を指摘すること

ができる。第 1に男女ともに 200日以下の就業者

が多く過剰就業状態にあること，第2に自家農業

専従者は女性のほうが男性より倍以Lも多いこ

と，第3に同じ農業専従者であっても，女性の年

間就業H数の方が男性のそれよりはるかに多いこ

と，第4に20歳以下の年齢層と61歳以上の年齢層

においては，農業専従者が少ないこと，である。

第4点に関しては，おそらく現段階の農作業が主

に肉体労働に依存するためで， 日本のような農業

就業者の高齢化間題はまだ生じていないことを示

している。

以上述べてきたことは一体何を意味するだろう

か。簡単にいうと， 「蘇南地区」においては非牒

業部門が急速に成長しているにもかかわらず，農

業就業者の季節的過剰就業は依然として存在して

いるということである。

第4表 自家農業のみに従事する者の年間就業日数

別構成（「蘇南地区」， 1987年1月調査）

性別 1年齢実数 年間就業日数別構成（％）

(%)（歳） （人）
-1 ~ i応｀201.:..:.,...．．30戸――---―~l 1 ]00日 2001 3()(） -~51竺
2 I 2. 7 I O I O I O I 2. 7 
32 I 2<U I 12. 2 I 10. 8 I o I 43. 3 
34 I 18. 9 I 18. 9 I 8. 1 I O I 45. 9 
6 I 1.,1 I 6. 7 I O I o I 8. 1 
43. 3 I 37. 8 I 18. 9 I ll I 100. 0 
．．  
0. 6 I 1. 2 I 0. 5 I O 

6'1 I 8.,1 I 11. 7 I 19. 3 I O I :-l9. 3 
88 ! 16. 7 I 19. 1 I 18. 5 I O I 45. :3 
7 I l. 1 I 3. O I O I O I 4. 1 

162 I 26. 8 I 35. 0 I 38. :-l I O I 100. 0 
．．．．  -．．．．．  

合 計 |236I 32. 2 I 35. 6 I 32. 2 I o 110<1. o 
（出所） 第3表と同じ。
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3. 農村工業部門の労働力の就業状態および

その特徴

H本では戦前の家族制度において長子相続制が

とられていた。法律上家族制度が改正された戦後

においても，高度経済成長期にかけては実質的に

長子相続が続けられていた。そのため，次，三男

は自ら農業を離れ，都会へ流出していくのが普通

であった。とくに高度経済成長期に入ってから

は，非農業部門の急速な成長による絶えざる雇用

の拡大が強い吸引力となって，農村の過剰人目，

過剰労働力を吸収し，労働力の就業構造を根本的

に変化させた。しかも，この過程においては主に

農村地域から大・中都市部へ向けて労働力の流出

が進んだ。つまり，経済成長に伴う労働力移動は

産業間だけでなく，地域間にも発生していたので

ある。中国の場合はどうであったか。

(1) 農村地域における工業部門とは

いわゆる農村工業は大体人民公社時代の地方小

工業に基づき形成され，農業経済改革以降の積極

的な誘消によって発展してきたものである（注 2)。

1982年以前，人民公社時代のシステムに応じて，

農村工業はほとんど農業機械の生産・修理，地域

内部むけの建築材料の生産等を主役として存在し

ていた。またその規模が小さく，地域の経済構

造，就業構造にはあまり重要な影響を与えなかっ

た。しかし， 農業経済改革以降， 「農業生産責任

制」の実施に伴って，農家の経済行動の範囲が拡

大された。したがって，かつて潜在的に存在して

いた農業部門の過剰労働力は顕在化していった。

人日の地域間移動が制度的に厳しく制限されてい

る状態の下では，農村地域内部で非農業部門を発

展させ，農業部門の過剰労働力を吸収することが

地域経済の成長にとって緊急な課題となった。

このような背景の下で，地方行政が果たした主
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な役割は， まずさまざまな非農業部門の業種をか

っての小工業に取り組ませると同時に，それを外

部経済（注 3)と結ぱせることを通じて，地域の経済

構造と就業構造を転換させる， ということであ

る。つまり非農業部門を発展させることの必要

性は人々に強く認識されるようになった。

このような目的意識の下で発展してきた農村エ

業は，一方においては市場メカニズムに従って行

動し， 他方においては一定の程度で地方政府（主

に郷政府）の調整を受けなければならない， という

性質を持っているc すなわち，生産資材の購買，

生産物の販売等は各企業が市場の需給動向に応じ

て行ない，さらに各企業の労働雇用の面において

もかなり合理的な雇用行動を取らざるをえなく

なったc 同時：こ郷政府がその行政目標（農業部門

の過剰就業の解消，所得分配の公平化，福祉水準の向上

など）を実現するため， 労働者の雇用範囲の制限

（たとえば，本郷の労働者しか雇用しないこと等），企業

利洞の分配等をとおして農村工業の発展に一定の

影響力を与えている（注い。

(2) 郷鎮企業就業者の特徴

経済成長と労働力の産業間移動とは緊密な関係

にあり， しかも，その移動は一定の順序で行なわ

れる。 H本について言えは，農村労働人口の都市

9” ロ ”r  → ‘‘’9.＂ 

への移動が新規学卒者（若者層）→農業就業者（中年

層）という順に行なわれたのはよく知られている。

それに照らして，中国における経済発展農村地域

の労働力の産業間移動はどのような特徴を持って

いると考えるべきであろうか。

第5表は無錫県堰橋郷における15個の郷営企業

の就業者の年齢別構成と職種別構成を示したもの

である。無錫県のような経済発展地域では郷鎮企

業はほとんど1980年代に入ってから急速に発展し

てきたものであるので，郷鎮企業就業者の離農後

の年数，あるいは兼業年数は大体10年以下であ

る， ということである。その点を念頭におきなが

ら第5表を見る必要がある。

まず，全体の年齢構成を見ると， 35歳以下の者

が全体の72.2ら口を占めている。すなわち，若者の

非農業部門への就職が明らかに優先的な立場に立

っている。先ほど述べた労働力の産業間移動の期

間のことを考慮に入れれば， 20歳以下の年齢層は

新規学卒者によって形成されたと考えられる。ま

た21~35歳の階層においては，新規学卒者がもち

ろん多く入っているが，そのうち農業部門から移

転してきた者もかなり含まれているのではないか

と思われる。 36歳以上の三つの階層は主に既存の

農村小工業の労働者，管理者等によって構成され

第5表 無錫県堰橋郷における郷鎮企業労働者の性別職種別年齢別構成比 (1985年）

1人］ 訳 職種別内訳
全 体` 性 I女 性 Il)ーダー 労属―者技術者り一務職 Iそ;;;

実数 CA)
構成比 (o/o) 

4,431 I 2, 332 I 2, 099 I 63 I 3, 289 I 76 I 506 I 497 
100 I 52.6 I 47.4 I 1.4 I 74.2 I 1. 7 I 11.4 I 11.3 

14.:l I 18. 6 I O I 15. 2 I O I 1. 8 
49. 4 I 61. 1 I 15. 9 I 58. 0 I 56. 6 
29. 3 18. 8 7 l. 2 23. 2 38. 2 1t: ｝ 
6. 1 I 1. 4 I 6. 4 I :1. 2 I 3. 9 
0. 9 0. l l. 5 0. 4 1. 3 位］

年 20歳以下 16.3 
齢 21~ 35 I 55. 9 
区 36~ 50 24. 3 
分 51~ 60 I :i. 9 
(%) I 60以上 0.5 

（出所） 堰橋郷実業公司によって提供された資料『全国工業企業普査資料C部分』 1986年1月より作成。

（注） リーダーは原語で「領導」という。それは工場長や工場の党書記などをさす。また，労働者，技術者，事務職ミ

は原語で各々 「エ人」，「エ程技術人は」，「管理人員」という。

52 



1988110055.TIF

第6表無錫県堰橋郷における郷鎮企業労働者の

教育水準と職種の関係 (1985年） （％） 

性別内訳 職種別内訳
学歴区分全体――---

! 男性女性 ダー 1労働者技術者1事務職

大，専卒 o. 8 I 1.11 o. 51 6. 41 o. 11 14. 51 2. 8 
晴学校卒 0.3 0.6 0. 1 0 0.2 9.2 0.6 
高卒 13. 6 ¥13. 4113. 91 20. 61 11. SI 35. 51 27. 9 
中学校卒 59. 5 158. 2160.81 57. 71 58. 01 36. 91 55. 3 

霜交卒 2打臀詞i悶］翌t]9 1i4 
（出所） 第5表と同じ。

たと推定できる。

次！こ，郷鎮企業労働者の性別および職種別の構

成はどのような特徴を有するか。はっきり見られ

るように，男性労働者と女性労働者の割合にはさ

ほどの格差が存在しないが，それぞれの年齢別の

構成比において相当な違いがある。 35歳以下の男

性の割合 (63.7i;-;:)は女性のそれ (79.7歩）を下回っ

ている。それに対して， 36歳以上の労働者におい

ては， 男性の割合 (36.3ぶ）が女性のそれ (20.3g;.)

を上回っている。なぜ男女間にこのような大きな

格差が存在するのだろうか。この問題に対する答

は，現地調査の結果に求められた。中国では労

働力の産業間移動過程において，社会的要因や習

慣的影孵等によって女性の非農業就業者は新規学

卒者，ないし若者が中心となり，年をとった女

性，あるいばすでに農業に従事している者は非農

業への流出が比較的に少ない。これに対して，男

研究ノート aで直す直す且で止

性のほうは新規学卒者，若者のみならず，ある程

度年をとった人でも，非農業部門に就業機会があ

れば，やはり農業を去って他産業へ進出する。こ

の点については前節で検討した農業部門の就業者

の状態（女性の農業就業者は農業就業者全体の半分以上

を超えていること，高い年齢層の女性農業就業者が多い

こと）と一致する。

また，職種別の年齢構成をみると，郷鎮企業リ

ーダーのうち， 7割以上の人が36~50歳の年齢層

にある。そのほかに，一般労働者，技術者および事

務職の三つの職種はともに21~35歳の年齢層に一

番多<,36~50歳年齢層はその次となっている。

そしてまた，新規学卒者 (20歳末満）のほとんどが

一般労働者になっていることも明らかである。

(3) 郷鎮企業労働者の教育水準

第6表で取り上げたのは第5表と同じ対象であ

るが，ここでは労働者の教育水準と職種との関係

を示している。男女とも中学校卒の比率が最も高

く6割前後を占めている。また， 職種別にみる

と，（1）一般労働者の教育水準は中学校卒と小学校

卒の和が最大であるが，企業のリーダー，事務職

および技術者はいずれも，高校卒と中学校卒の和

が最も多いこと，（2）文盲者では絶対に企業のリー

ダー，技術者，事務職にはなれないこと，などを

指摘することができる。

最後に， 「蘇南地区」における郷鎮企業就業者

第7表 他産業のみに従事する者の就業形態（「蘇南地区」1987年1月時点）

（単位：人）

年間就業日数I- ー一男一 性 女 性 構成比

（日）
””",． 

I15~20歳121~40 | 41~60 1 61~65 小計」竺竺塵|21~40 五噸叶6I-65 小計合計• C%） 
0~100 I 1 
101~200 I o 

0 1 0 2 0―l I 1 0 | 2ローロ
1 I O I O I 1 I 1 I O I O I O I 1 I 2 I 2. 

7 

201 ~300 I 3 I 3 I 1 I O I 7 I 4 I 3 I 2 I 
O I 9 I 16 I 21. 6 

301~365 I 2 I 19 I 6 I 1 I 28 I 5 I 15 I 4 I 
O I 24 I 52 I 70. 3 

小計 6 I 2s I s I 1 I 38 I 10 I 19 I 7 I o I 36 I 74 I 100. o 
~‘“ 

（出所） 第3表と同じ。
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の年問就業日数について検討しておく。統計デー

タの制約のため，ここではアンケート調査の結果

によって分析を行なうことにしよう。第7表に示

したように男女別の年齢分布および年間就業日数

分布には大きな格差が見られない。それに，年間

就業日数 201日以］＾．の者がかなり多く (9割ぐら

い），ほぼ完全な就業状態にあると考えられる。

このように，中国における経済発展地域におい

ては，郷鎮企業就業者の職種別，年齢別構成および

教育水準と職種との関係の面で現われた特徴は，

日本の高度経済成長期に発生した労働力の産業間

移動の特徴と幾つかの共通性をもっていると思わ

れる（注5）。すなわち，新規学卒者および若年層が

他産業に就職しやすいこと，女性の農業就業者は

若いときに流出しやすいが，年をとると，農業に

専従する場合が多いのに対し，男性の方は必ずし

もそうとは限らないこと，などが挙げられる。し

かし，注意すべきことは， 日本では労働力の産業

間移動は地域間移動を伴っていたが，中国では労

働力の産業間移動がほとんど地域内部で行なわれ

ている， ということである（注6)。

（注 1) ここでの「農業専従者」とはその人の年間

農業就業日数と関係なしに農業のみに従事するものを

指す。

（注2) 大品 前掲論文参照。

（注3) 本地域以外の消費者の需要動向等に応じて

意思決定をするということである。

（注4) 大島 iifj掲論文参照。

（注5) 高度経済成長期の日本では，非農業部門の

急速な拡大：ま農村人コの都市への激しい移動を引き起

こした。ところが，この大位の労働力の産業問移動は

無原則に発生したものでなく，年齢別，男女別，教育水

準別による一定の順位に従って行なわれてきたのであ

る。このような市場経済の下で生じた労働力の産業問

移動の特徴が，中国の発展農村地域における経済成長

の過程に再現したのは非常に意味深い。それは農村経

54 

済の成長を支えてきた郷鎮企業の性質（市場メカニス・

ムに応じて意思決定を行なわなければならないこと）

と深く関わっていると思われる。

（注6) 本稿の第10表に示した郷以外の非農業就業

者数Cは41人で，「正式エ」と「臨時エ」総数434人の

9.4佐にすぎない。そのうち，大学等への進学（農村

青年が都市戸籍になるための狭い道）， ごく少数の軍

人の転職（軍隊に行った農村育年のうち，かなりの功

績をあげた人が退役した後，都市戸籍を取れて都市で

就載できる），および退載労働者の「子女交代」（自宅

が農村にある都市労働者が退職すると同時に， 1人の

子供は都市戸籍をとれて親の元の蔵場で就載できる）

によるものが最も多いことがア｀ノケート調査結果で分

かった（過半数を示している）。つまり， 労働力の産

業間移動はほとんど県以下の地域内部で行なわれてい

る。ところで，この結論は小島麗逸氏の論点と違って

いる（小島麗逸「中国の経済改革と開放政策」［『アジア

経済』第切巻第7号 1986年7月〕 18~19ページ／同

『中国の経済改革』勁草書房 1988年 219ページ）。

同氏によると， 1983年以来，都市化の加速化に伴って農

村人口の都市流出は天文学的数字に達し (1983年3000

万人，84年8800万人），そのうちの行政区分の変更によ

る人為的部分を除いても年問2000万～3000万人の移動

があると推定した。一方，「中国農業労力比重逐年下降」

（『人民日報』［海外版〕 1987年8月23日）の報道，およ

び馬侠稿「工業人口，国民総生産与城鎮発展」（『中国

社会学』 1987年第5期） 33~42ページでは，人口の地

域間移動（農村人口の都市流出）が全国的にまだ少な

いという指摘もある。このような異なる推定結果に対

する統計的分析しま，字数の制限のため， ここでは省略

されたが，今後の課題として残したい。

III 兼業就業の存在形態および

その形成要因

多くの国では，国民消費の成長につれて，農業

部門に兼業労働者が大景に出現することが一般的

に確認される。ところが，国によって経済的社会

的条件の相違が存在するので，兼業労働者の存在

形態およびその特徴がさまざまであることはいう

までもない。本節では，アンケート調査の結果を
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中心に中国における経済発展地域の兼業状態およ

び兼業の形成要因を解明する。

1. 兼業就業の存在形態

第8表はアンケート調査表のうち，「他産業が

主」と「自家農業が主」という 2種類の兼業就業者

(523人）の性別， 年齢別および年間就業日数別の

構成比を示したものである。対象農家の総労働人

ロ(973人，第3表参照）で割った兼業就業者の比率

は53.8店下であるが， もし「仕事しない」 (140人，

同上）を総労働人口から除けば， 兼業者の比率は

62.8tt下に高まる。また， もし兼業就業者の年間就

業H数を括準にし，「他産業が主」の労働者を「第

1種兼業者」 とし， 「自家農業が主」の労働者を

「第2種兼業者」とすれば，前者の比率は57.8寡

で，後者は 5.O[i;となっている。すなわち，「第 1

種兼業」は主な兼業形態として注目されるべきで

ある。ところが，兼業労働者の性別構成について

は，「自家農業が主」である兼業者のうち，男女間

には大きな格差があまり見られないが，「他産業

が主」である兼業者のうち，男性の比率は女性の

それを (285-197)/523X 100= 16. 8似上回ってい

る。言い換えれば，農業労働力の非農業部門への

研究ノート ..... すこ1Lいふ

本格的進出は男性の方が女性を上回っている。

年間就業日数別構成については，「自家農業が

主」の場合，男女の格差が小さいが，両者とも過

剰就業状態にあることが見出せる。それに対し

て，「他産業が主」の場合，男性のほうが〈21~40

歳 201~300日〉，〈21~40歳 301~365日〉，〈41

~60歳 201~300日〉という三つのグループに39.1 

し蹂が集中している。女性のほうは〈21~40歳， 201

~300R〉,〈21~40歳 301~365日〉という二つの

グループに21.4俗が集中している。また年間兼業

u数が200日を超えた者は全体の77.8佐 (47.2+
27.9+2, 7+0)を占め，そのうち21~40歳のグルー

プが52.3佐を占める。いずれにしても，「他産業

が主」の兼業労働者はかなり完全な就業状態にあ

り， しかも，このような兼業者は主に21~40歳の

青壮年層によって構成されている。

2. 薫業労働者の離農後の年数と教育水準

つぎに兼業者が兼業あるいは離農し始めた時か

ら現在までの年数は各年齢層によってどのように

異なるかを「蘇南地区」でのアンケート調査の結

果を通じて究明したい。

第9表に離農後の年数を記入した人(597-178=

第8表 「蘇南地区」における兼業就業者の存在状態 (1987年1月時点）

女 性 （％） 

21~40 41~60 

0.8 

゜゜
4 0.4 0.2 0.2 

4.2 3.4 0.2 35 I. 5 4.0 1. 1 
18.4 9.2 0.2 95 1. 7 13.2 3.3 
11. 5 :3. 4 0.2 63 2.3 8.2 1. 5 
34.8 16. 0 0.6 197 5.9 25.6 6. 1 

゜
1. 5 

0.4 3.6 
0.2 2. 7 

゜ ゜0.6 7.8 

1.1 100 

（出所）
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第9表 「蘇南地区」における兼業労働者（他産業専従者を含む）の他産業就業年数 (1987年1月時点）

（単位：人，年）

＼ 就業年数 年 1~2年 2~4年 4~6年 6~8年 8~10年 10 年 記入者 平均就業
無記入者

年齢区分 ‘‘ 
末満未満未満未満未満未満以上合計 ％年数

1く4男~~ 性230＞ 0歳 5 6 4 

゜゜゜゜
15 6.0 1. 73 7 

21 

゜
10 29 22 15 8 3 87 34.5 4.82 31 

31 ~ 40 4 12 20 ， 7 7 19 78 31. 0 5.50 31 
41 ~ 50 3 4 8 7 6 3 19 50 19.8 6.54 27 
51 ~ 60 1 

゜
3 1 2 2 10 19 7.5 7. 74 12 

61 ~ 65 1 

゜゜゜
1 

゜
1 3 1.2 3.67 3 

小計 (A) 14 32 64 39 31 20 52 252 100.0 5.42 111 
J ̀＿ 

21く41 女~~ 性23＞00 歳 8 13 13 2 

゜゜゜
36 21. 6 2. 13 10 

5 12 27 13 8 1 3 69 41. 3 3.54 21 
31 ~ 40 4 6 10 8 6 2 4 40 24.0 4.57 17 
41 ~ 50 2 3 8 1 2 

゜
5 21 12.6 4. 73 15 

51 ~ 60 

゜
（） 

゜゜゜゜
1 1 0.6 10.0 4 

61 ~ 65 

゜゜
（） 

゜゜゜゜゜
0.0 0.0 

゜小計 (B) 19 34 58 24 16 3 13 167 100.0 3.91 67 

合計 33 66 122 63 47 23 65 419 
(A-B) I C-5) I c-2) I (6) I (15) I c1s) I (17) I (39) I c -) 

178 
(1. 51) 

..- -• ---． 
（出所） 第3表と同じ。
（注） 総労働人口の973人のうち「自家農業のみ」の236人と「仕事しない」の 140人を除いて集計したものであ

る。

419人）のうち， 4年未満の者が52.7名を占めてい

る。これにたいして， 4年以上の各層において

は， 兼業者の比率がそれぞれ 15.O~ti:, 11. 2古，

5.5忠， 15.5ぶとなっている。また，兼業（あるい

は他産業専従）期間が8年以上経った88人のうち，

72人は男性労働者であり，しかも，ほとんどが30,

40, 50代に属する。このことから，おそらく農村

地域の非農業部門の成長の初期段階では，当該部

門の就業者は大体男性によって形成されたと判断

できる。

つぎに，年齢別および性別に見た特徴を太字の

部分の数字の対比によって明らかにしよう。男性

のほうは右下に歪んでいるのに対して，女性のほ

うは左上に寄っている。構成比でいうと，女性兼

業者のうち， 30歳以下の者は62.9f芥で，男性のそ

れ (40.5俗）よりはるかに高い。つまり，女性兼業

者が男性より若いのである。そしてまた，兼業を

ぅ6

し始めた時点で男女間に一つのギャップが存在す

ることは同表の男性と女性の年齢別の平均就業年

数および総体の平均就業年数等から明もかであ

る。ただし， 51~60歳の女性が 1人しかいないの

で、それによって得られた結果は考えの外に置い

てもよかろう。

次に第10表は兼業労働者の教育水準，およびそ

れと閃連する就業形態（「正式エ」か臨時エか）（注））ぉ

よび就業先を示したものである。この表によって

以下の幾つかの特徴点を指摘することができる。

まず，兼業労働者のなかに，正式にエ湯の編成

に入ったもの，いわゆる「正式エ」は全体の74.8

も院(24.3+36. 0+14. 5)を占めている。換言すれば，

兼業就業（「他産業のみ」を含む）がかなり安定的な就

業状態にあるといえよう。次に，兼業労働者の就

業先に関しては，県以外の兼業労働者は小学校卒

と中学校卒と高校卒ともに非常に少ない。これ
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第10表 兼業労働者（他産業専従者を含む）の教育水準別にみた就業形態と就業先（「蘇南地区」， 1987年1月時点）

（単位：人，かっこ内％）

正 式エ 臨時エ その他

小学校卒 中学校卒 高校卒 小校中校高および

A I B |C  A|  B C A B | C 繹戸塁不明

開腎 iig |｝ ｝tg  ii;| f? t閑箭 i
31 I 79 I 12 I 31 I 129 I 21 I 9 I 56 I 8 I 20 I 33 I 7 

計 (25.4) （64. 8) （9. 8) （17. 1) （71. 3) （11. 6) （12. 3) （76. 7) （11. 0) （33. 3) （55. 0) （11. 7) 

ム叶ロロ 122 I 181 I 73 I 60 
構成 (24. 3) （36. 0) （14. 5) （l1. 9) （1誓2)
（出所） 第3表と同じ。

（注） A ：村企業。 B：郷企業。 C：郷以外（県，市を含む）を示す。

は，労働力の産業間移動は基本的に郷を単位とす

る経済体の内部で行なわれており， しかも，郷あ

るいは鎮にある企業に従事する者が一番多いこと

を改めて反映している。また，教育水準が低いほ

ど低いレベルの就職先（村企業）に従事する者が多

く見られる（第10表の下から 3行目の数値を見よ）。

数字でいうと， 小学校卒A(25.4古）＞中学校卒A

(17. 1;位）＞高校卒A (12.3~) という関係が成立す

る。これに対して，教育水準が高いほど郷企業で

の就業者の割合は高くなる。すなわち，小学校卒

B (64. s佐）＜中学校卒B(71. 3f位）＜高校卒B(76. 7 

告）という関係が成立する。

郷以外の兼業者については人数が少ないため，

教育水準とのかかわりはあまり明白ではない。こ

のような状態をもたらした原因は，基本的には「戸

籍制度」等の制度的な要因による人口の地域間移

動に対する制限に求められなければならないであ

ろう。

最後に， 「正式エ」の年齢別にみた男女別の教

育水準の格差をアンケートの結果によって検討し

ておきたい。第11表からまず指摘することができ

るのは，郷鎮企業の正式労働者のうち，小学校卒

第11表 「蘇南地区」における「正式エ」の年齢

別教育水準別構成 (1987年1月時点） （％） 

小学校卒 中学校卒 高校卒

——• 男性女性男性 l女性男性 I女性
実数（人） 70 I 52 I 98 I 83 I 49 I 24 
構成比 57. 4 I 42. 6 I 54. 1 I 45. 9 I 67. 1 I 32. 9 

20歳以下 o I 4. 9 I 6. 1 I 12. 7 I 1. 4 I o 
年 21~ 30 4. 9 9. 0 21. 0 23. 8 49. 3 21. 9 
齢 31~ 401 26. 2 I rn. o I 12. 2 I 6. 1 I 11. o I 6. 8 
区 ~1 ~ ~01 16. 4 I 9. o I 13. 3 I 2. 7 I 4. 1 I 4. 1 
51 ~ 601 8. 2 I 1. 6 I 1. 6 I 0. 5 I 1. 4 I o 
分 61以上 1.6 0 0 (） 0 0 

（出所） 第3表と同じ。

や中学校卒および高校卒のいずれにせよ，男性の

割合が高く， しかも，その格差が高学歴ほど大き

ぃ， ということである。この格差を年齢別に見る

と，小学校卒のレベルには男性の30,40代が多く，

女性は30代に集中している。中学校卒のレベルに

は男性のほうが20,30, 40代に多いのに対して，

女性は20歳以下および20代に一番多く見られる。

さらに高校卒のレベルには男性のほとんどが20,

30代にあるが，女性のほうは20代に最も多い。こ

のことから時期的に男性のほうは教育を受けたの

が早かった， と考えられる。

3. 農村地域における兼業の形成要因

57 
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通常，農業就業者の兼業の出現は非農業部門の

就業機会が存在することを前提としなければなら

ない。この前提の下で農業就業者が他産業に就職

するか否かは大きく分けて二つの要因によって規

定される。一つは耕地面積の過少や労働力の過剰

や農産物価格の低迷等によって農業所得だけで，

豊かな生活どころか， 日常の家計をも維持しえな

くなった時に，農家の過剰人口あるいは過剰労働

力は他産業に働き口を探さざるをえなくなる。い

わは＼農業内部から労働力をプッシュする効果が

生ずる。もう一つは非農業部門の急速な成長によ

ってもたらされた就業機会の増加や，産業間の所

得格差の存在や，非農業労働の性質（魅力）等が農

業部門の労働力に対するプル効果として働く。中

国における経済発展地域の兼業の形成要因を究明

するため，以上のような発想に即し，「蘇南地区」

でのアンケート調査のなかでそれぞれ兼業就業者

と農業就業者を対象にし，彼らの兼業の理由ある

いは兼業したい理由を聞いた。その結果は第12表

と第13表に示されている。

まず，第12表の「非農業が主」の兼業者に対ナ

る質問の回答を見ながら分析しよう。

同表によると， 兼業の第 1理山の回答者は 184

人であった。そのうち「非農業所得が高いから」

と答えた者が最も多く， 32.6森を示している。そ

の次は「農業収入だけでは生活維持困難」と答え

たもので， 19.6吝である。第2の理由の回答者は

140人で， その構成上の特徴は前者とほぼ同じで

あるが，第3の理由の回答者の 108人のうち，最

も多かったのは「耕地が少なく労働力が多いから」

のほうに移った。総合得点（同表〔注〕参照）によっ

て，兼業の理由は「非農業所得が高いから」→「非

農業に就職機会があるから」→「農業収入だけで

は生活維持困難」→「耕地が少なく労働力が多い

から」という順になっている。

また，第13表は農業就業者が兼業したい理由を

まとめたものであるが，この表から農業就業者が

兼業したい理由は主に「もっと良い生活をしたい

から」，「農業収入だけでは生活が困難」であるこ

とがはっきり見出せる。ここでも，非農業部門か

ら相対的高収入を追求することが兼業の重要な狙

いと考えられており， さきほど挙げた兼業就業者

の回答とほとんど同じである。

総じて，第12表の兼業をしている人の回答から

も，あるいは第13表の兼業したい人の回答から

も，農業部門の過剰労働力に対するプル効果が非

農業部門から強く働いていることが認められる。

しかし，重要なフ゜ッシュ要因と思われた「耕地が少

第12表 「蘇南地区」における「非農業が主」の兼業者の兼業理由 (1987年1月時点） （％） 

回答順位

兼業の理由 ―- -1 - ``--— 総合得点
第 1位第 2位第 3位

l. 農業収入だけでは生活維持困難 19. 6 I 20. o I 21. 3 

2． 耕地が少なく労働力が多いから 14.7 17. 1 25.9 }ふt
3. 非農業所得が高いから 32. 6 i 30. o I 21.1 I 30. 2 

4． 翡農業に就職機会があるから 17.9 18.6 28.8 19.5 

5. が農業に適さないから 2. 1 I 10. 7 I 5. 7 I 5. 7 

6. その他 12. 5 I 3. 5 I 1. 9 I 8. 6 

玉屠ご`-----I □扇7―-：五面―“了― 108 丁7―-口
（出所） 第3表と同じ。

（注） （1) 回答の方法は複数式であった。パーセントは回答者の割合を示す。（2) 総合得点は加重平均パーセントで

ある。ここでは，第1,第2と第3にそれぞれ5,3, 2という点数を与えた。

ぅ8
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第13表 「蘇南地区」における農業就業者の兼業希望の理由 (1987年 1月時点）

回答順位

（％） 

希 望 の 理 由
第 1位 第 2位 第 3位

I. 闘体そもがのっ翫農他と業良ないか,,

2.1 13.5 32.3 
2. は生活が困難 39.6 35.1 12.9 
3. いにだ生適け活でさをしたいから 50.0 35.1 9.6 
4. ないから 6.3 5.4 29.0 
5. 2.1 10.8 16.4 

回答者合計（人） 48 37 31 

（出所） 第3表と同じ。

総合得点

7
4
0
4
1
 

此叫
9
4
_
1
6ー

第14表無錫県における農家概況の推移

1戸当り 1戸当り 1戸当り

二一次 門芝疇＿1人（人）口 労(9翌
1950 41. 7 I 4. 1 
1960 34. 1 1 3. 8 t  : 
1970 I 29. 3 I 4. 3 
1980 23. 6 3. 7 f..i 
1982 I 22. 8 I 3. 6 
1984 23. 1 3. 7 i: i 
1986 
I 
22.9 I 3.6 I 2.1 

（出所） 第2図と同じ。

なく労働力が多いから」が調査結果のなかになぜ

十分に反映されなかったのだろうか。実際に，第14

表に示した無錫県における農家1戸当りの耕地面

積および農家人口の変化によって，耕地面積の過

少，あるいは豊業労働力の過剰が兼業を引き起こ

す重要な要因となるはずなのにである（注2）。この

点に関しては今後の検討課題としたい。

なお，士地を持ちながら兼業をするもう一つの

理由は，現地諜l査で発見された。すなわち，中国

では農村地域における郷鎮企業の労働者に対して

は，国常企業あるいは集団企業の労働者と埠つ

て，就職保険，福祉のような「三位一体」（注 3)の

制度がまだ確立されていないので，土地持ちが農

家の非農業就業者にとって失業の際に保険的な役

割を持つことが普遍的かつ強く認識されているの

であるほ4)。

4. 兼業の特徴

中国の経済発展地域の経済成長と就業構造の転

換はあくまでも農村地域内部で行なわれている。

したがって，非農業部門の専従者にしても，兼業

労働者にしても，在宅通勤あるいは在宅兼業がき

わめて多い。無錫県堰橋郷の例を見よう。当該郷

においては郷営企業と村営企業を合わせて， 133

(1987年1月現在）の企業がある。 そのうち， 15の

郷営企業を除いたら， 他はほとんど各村落に分

布している。非農業就業者の 1万3716人（当該

郷の総労働者は 1万7297人である）のうち，郷政府所

在地の鎮には 4431人がおり，総数の 32.og下にす

ぎない。また，同県の楊市郷でも大体同じ現象が

見られる。郷政府所在地の鎮の昼間人口は 1万

887人であり，郷総人口の 43.8俗をも占めている

が，そのうちの定住者は19.6吝でしかない。特に，

昼間に工場で働き，夜はもとの家に戻るのが 6割

弱を占めていることが現地調査で分かった。

このように，地域内部の在宅通勤と在宅兼業は

経済発展地域における就業の重要な特徴として注

目されるべきであろう。

（注 1) 「正式エ」とは日本の企業の正社員に当たる

ものである。それは臨時的短期的な賃労働と違って，

企業内部のさまざまな権利と義務が与えられている。

ただし，「正式エ」の場合でも兼業労働者が多く含まれ

て¥,‘る。

（注2) 中国では数十年続いてきた「戸籍制度」が

覇のように農村人口を土地に緊縛していたため，農村

人口の都市への移動がほとんど不可能であった。最近→
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農村工業の成長に伴った農業就業者の流出があって

も，農村出身の身分を有する労働力が都市で就載する

のはやtまり不可能に近く，地域内部の産業間移動が主

要なかたちである。このような背景の下で，人口の増

加と土地の不足によってもたらされた過剰労働力が存

在していても，農民らがそれをはっきり認識できず，

郷鎮企業での就獄が暫定的措置であると考えている

（候暁虹等「現段階農村剰余労働力行為特徴」（『経済

研究』 1988年第2期〕 66ページ参照）。要するに， 労

働力の過剰はあくまでも労働力の移動可能性を前提と

しなければならない。

（注3) 「三位一体」の制度は「戸籍制度」と深く関わ

っている。つまり，都市の国営企業，あるいは集団企

業の労働者はほとんど都市住民の戸籍を持っている。

彼らにほ生産年齢に達したら自ら一定の嗽が与えられ

る。就載は国家によって保障されている。それに，就

職期間にさまざまた福祉のメリットを享受しうる。退

職後の生活も保韓されている。したがって失業等の不

安心存在しない。ただし，最近の都市経済改革の進行に

つれて，このような制度は少しずつ変わってきている。

（注4) 郷鎮企業の就業者にとって土地持ちである

ことの保険的役割は中国の「戸籍制度」， 労慟雇用・

福祉・保険制度等と深く関わっている。候暁虹らが河

南省の異なるクイプの七つの県で行なったア｀ノケート

調査の結果：、こよると，調査対象となった非農業部門就

業者600人（全部農業部門から流出したもの）のうち，

99.6古は七地を持ったまま離農したc その理由の一つ

として，上地が失業者にとって保険的役割を果たすこ

と，すなわち，郷鎮企業においては，上述した「三位

一体」の制度が存在しないので，いったん非農業部門

の仕事がなくなったら，労働者は土地へ帰らざるをえ

ないこと，なお， もう一つの理由として，依然として

土地からの収入は農家所得の重要な源泉であること，

またあわせて「農業生産責任制」の実施に伴って，農

家の過剰労働力が顕在化し， したがって，漿家にとっ

ては，一定蛋の農業労慟力が減少しても，農業生産に

はあまり支障がなく，家族内の分業により，従来どお

りの規模の農業生産と，農外就業を並行して維持でき

る条件があること， も指摘されている。詳細は，候暁

虹前掲論文 66~70ページを参照されたい。このよ

うな現象は中国郷鎮企業連合考察団（中国社会科学院

経済研究所と世界銀行によって構成された）の研究報

告のなかでも指摘されている（「郷鎮企業労働要素的流

動」〔『経済研究資料』 7 増刊 中国社会科学院経済

60 

研究所学術資料室編〕 57ページを参照されたい）。 こ

の調査によると，非農業就業者の80.8佐は自分の土地

を家族に任せて， 5．均採の者は一部の土地を他人に

「転包」 （委託）し， 残りを家族にやってもらってい

る。土地の半分以上，あるいは全部を他人に「転包」

した者はわずか3.9歩にすぎない。

要約と今後の課題

本研究では，無錫県およびその周辺地域を分析

対象として取り上げて，経済発展地域における経

済成長と労働力の就業構造の変化から分析に入

り，そして農業部門と非農業部門の就業状態とそ

れぞれの特徴，農村地域の兼業状態およびその形

成要因をアンケート調査，現地調査および統計資

料等によって詳しく検討した。

第I節では，無錫県における農村地域の就業構

造と経済構造の変動を動態的に考察した。このよ

うな「人多地少」の経済発展地域において，「戸籍

制度」のためであるか，急速に増加した人口はほ

とんど農村地域に滞留し農村過剰人口となった。

1970年までに増え続けてきた労働人口は非農業部

門の就業機会の不足のため，農業部門に停滞せざ

るをえなかった。結局，時間が流れるにつれて農

業部門の過剰就業状態が厳しくなった。その後，特

に1970年代末から農村地域の郷鎮企業の急速な成

長によって農村地域の部門別の経済構造が転換で

きた。それにともなって農村労働力の部門別の構

成比も徐々に農業部門から非農業部門（特に郷鎮企

業）へと移行し，農村地域の就業構造も転換した。

第II節では現段階における農村地域の就業形

態，特に農業部門と郷鎮企業の就業形態およびそ

れぞれの特徴をアンケート調査の結果および関係

統計資料によって明らかにした。まず，アンケート

調査の結果から経済発展地域の労働人口のうち，
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過半数が兼業就業者で，およそ 4分の 1ぐらいが

農業専従者であることが見出せる。次に農業就業

者の 6割以上は女性で構成され， しかも年間農業

就業日数においても女性のほうが男性よりかなり

多い。また農業就業者の季節的過剰就業が存在す

る。このような季節的過剰就業の存在形態は，調

査の結果から半分以上が家事によって， 3割強が

出稼ぎによって解消されていることが分かった。

さらに出稼ぎといってもそれはほとんど地域内部

の短期的臨時的賃労働であるc

郷鎮企業就業者の就業形態およびその特徴は統

計データの解析をとおし究明された。一言でいう

と，郷鎮企業労働者の年齢別構成，職種と教育水

準との関わり等の面においては， 日本の高度経済

成長期の時に生じた労働力の農業部門から非農業

部門への移動の特徴と共通性を有する。つまり，

若者の非農業部門への進出，また女性より男性の

ほうの進出，さらに低学歴より高学歴の進出等が

優先的である， ということである。また農業就業

者に比較してみると、非農業就業者の就業状態は

過剰ではないと考えられる。

さらに，第田節では労働人口の半分以上を占め

ている兼業労働者をとらえて，その就業形態上の

特徴をアンケート調査の結果に基づき検討し， さ

まざまの面で前節の非農業就業者の性格を改めて

明確にすることができた。新たに挙げられる点

は，まず兼業労働者は「非農業就業が主」と「自家

農業が主」の二つの兼業形態の前者にほとんど集

中している。次：こ兼業しはじめから現在までの年

数が4年以下の者が最も多く非農業部門の成長が

つい最近のことであることを示していrりまた兼

業年数（あるいは離農年数）は男女の間にギャップ

が存在する。全体として見ても，年齢層別に見て

も，女性のほうが時期的に遅れていることが見ら
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れる。さらに教育水準と就職先との関係は，相対

的に高い教育水準を受けたものはその就職先も相

応に高いレベルにある。農業労働者の教育水準に

関してもう一点指摘しなければならないのは，教

育を受けるのは時期的に男性のほうが女性より早

かった， ということである。

高い兼業率を形成する要因を究明するため，農

業内部のプッシュ要因と農業外部のプル要因を解

析し，それをアンケート調査のなかに設問化し

た。その結果，経済発展地域における高い兼業率

の形成要因は，非農業部門の高所得，非農業部門

の就業機会，農業収入の低位，耕地の狭さと労働

カの過剰という順になっている。つまり，プル要

因が大きかった， ということである。最後に，中

国における経済発展地域の兼業の最も重要な特徴

は現地調査で明らかとなった。それは在宅勤務と

在宅兼業である。

以上，本研究で明らかになった要点を述べた。

総じて，農村地域の労働力の産業間移動や各部門

内部での就業形態等が郷鎮企業の性質と非常に一

致し，かなり合理的な状態にあると認められる。

ところで，本研究で取り上げた「蘇南地区」は

中国の経済発展農村地域の一典型である。研究者

に同じぐらいの関心を集めている「温1+1モデル」

等のような異なる性質の経済発展地域における就

業形態はどうであるのか，また経済末発展農村地

域ではその就業構造と就業の存在形態はとのよう

な性格を持つか，さらに本論で提起した「蘇南地

区」においてなぜ農業内部のプッシュ要因は充分

に認識されなかったか，などを今後の研究課題と

して残したい。 （京都大学大学院）

〔付記〕 本稿は修士論文の一部に手を加えたもので

ある。本稿をまとめるにあたって，ていねいなご指導

を頂いた京都大学教授藤谷築次先生，助手新山陽子先

生に深謝致します。
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